
診療分野の専門化や技術革新により、医療提供体制
は大きな変化を遂げ、多職種連携が求められている。
がん検診分野においても、従来から保健師・看護師、
放射線技師との連携が重視されてきたが、新たに導入
された胃内視鏡検診も例外ではない。また、受診率対
策においては従来から看護師・保健師の重要性が指摘
されている。本稿では、がん検診で報告されている看
護職の役割について解説する。

内視鏡検査における看護職の役割

胃内視鏡検診を担うのは多くは地域医師会に所属す
る診療所であり、日々の診療の合間を縫って検査が行
われる。鳥取県米子市の胃内視鏡検診に参加している
医療機関へのアンケート調査では、参加医療機関の勤
務医師は1人がほとんどであるが、平均看護師数は4.2
人と報告されている（表1）1）。本報告では人的資源
は内視鏡検診への参加障壁とはならないと考察してい
るが、検査の増加は当然のことながら医療機関の負担
増につながる。そのなかで、検査医と看護職の連携は
内視鏡検査を円滑に進める要となる。胃内視鏡検診に
参加している医療機関においてタイムスタディ調査が
行われている2）。タイムスタディとは労働時間や労働
負荷を観察、記録する研究方法であり、業務量分析な
どに用いられる3）。胃内視鏡検査に費やされる時間
は、前作業、検査、後作業に分類され、各 2々1.8分、10.7分、
13.8分を要した（図1）。検査そのものに対して、前
作業、後作業共に2倍以上の時間が必要となり、その

ほとんどを看護師が負
担していた。これらの
業務は他の診療行為と
並行して実施される場
合が多く、複数の看護
師が作業分担して担当
していた。内視鏡件数
増加には看護師数が必
ずしも影響はなかった
が4）、内視鏡検診によ
り個々の看護師の負担
は確実に増加する。多
くの医療機関では胃内
視鏡検診に伴う人員増
を行っているわけではないことから、複数内視鏡の装
備、全自動洗浄機や専用内視鏡室の設置、説明用DVD
活用などにより、看護職の負担軽減を図ることが内視
鏡検査の効率化につながる。

受診率対策

がん対策基本計画では、受診率50%の目標が掲げら
れ、市町村、職域ともにこの課題に取り組んできた。
しかし、依然としてがん検診受診率は目標には到達し
ておらず、胃がん検診の受診は低迷している。なかで
も、市町村における胃X線検診受診率は年々低下して
おり、受診率対策の効果が見られていない。しかしな
がら、胃内視鏡検診の導入により、胃がん検診受診率
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も回復基調にあり、今後の胃内視鏡検診の普及に期待
するところである。今後の胃内視鏡検診受診率増加に
応用可能な大腸内視鏡検診の事例を紹介する。

大腸がん検診は乳がん検診・子宮頸がん検診と共
に、先進国で広く普及している。しかし、後者に比べ
受診率が低いことが指摘されている。米国ではUS
Preventive Services Task Forceや米国がん学会は便
潜血検査だけではなく、大腸内視鏡検査を推奨してき
た5) 6）。しかし、ニューヨーク市では大腸がん死亡率
も高く、さらに検診受診率が低いことが指摘されてき
た。この対策として、2003年からニューヨーク市で
は大腸がん対策に取り組むNew York Citywide Cancer
Control Coalition (NY5C)を開始した7）。最も効果が大
きいことが期待される大腸内視鏡に限定し、行政、医
療機関、市民が連携して、大腸がん検診キャンペーン
を展開、教育・啓発を推進すると共に、大腸がん検診
未受診者への支援を行った。支援対策の中心は看護職
であり、未受診者への相談から検診予約などの医療機
関の調整を行うNurse Navigationを推進した。プログ

ラムの継続に伴い、受診率も向上し、当初は指摘され
ていた人種間格差も減少した（図2）。この結果、大
腸がんの罹患率・死亡率の減少が報告されている8）。

まとめ

胃内視鏡検診の推進には多職種連携が必要であり、
中でも看護職の役割は大きい。今後は、内視鏡検査や
がん検診に専門知識に関する教育研修を拡大し連携を
進めることが、胃内視鏡検診の拡大にも寄与する。
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【貸借対照表】

科　　　　目                          当年度            前年度
Ⅰ資産の部

流動資産
現金預金                            10,131,400        8,378,307

現金                                    20,898            10,033
三菱UFJ銀行                     9,001,859        7,133,479
ゆうちょ銀行                    1,108,643        1,234,795

前払金                                   175,000          175,000
立替金                                                         32,442

流動資産合計                         10,306,400        8,585,749
固定資産                                                                     

その他固定資産                                                         
器具備品                             1,108,413        1,108,413
敷金                                      165,000          165,000

その他固定資産合計                 1,273,413        1,273,413
固定資産合計                          1,273,413        1,273,413
資産合計                               11,579,813        9,859,162

Ⅱ負債の部                                                                     
流動負債                                                                     

預り金                                      4,593              4,593
前受金                                    16,000                     

流動負債合計                              20,593              4,593
固定負債                                                                     

減価償却累計額                      1,083,221        1,058,039
固定負債合計                          1,083,221        1,058,039
負債合計                                1,103,814        1,062,632

Ⅲ正味財産の部
一般正味財産                            10,475,999        8,796,530

正味財産合計                         10,475,999        8,796,530
負債及び正味財産合計             11,579,813        9,859,162

【収支計算書】

科　　　　目                         予算額             決算額
Ⅰ事業活動収支の部

経常収入
会費収入                                1,590,000        1,157,484

正会員会費収入                        90,000            77,484
賛助会員会費収入                 1,500,000        1,080,000

事業収入                                3,800,000        3,206,106
出版物等発行事業収入           2,000,000        1,353,000
検査指導事業収入                 1,800,000        1,853,106

寄付金収入                             5,000,000        5,912,000
寄付金収入                          5,000,000        5,912,000

その他収入                                     100                  72
受取利息                                     100                  72

他会計からの繰入収入              1,700,000        1,335,256
その他事業会計からの繰入金          1,700,000        1,335,256

経常収入計                            12,090,100      11,610,918

科　　　　目                         予算額             決算額
経常支出

事業費支出                             8,430,000        6,880,147
シンポジウム・講演会開催事業費            1,000,000          777,814
教育研修事業費                        10,000                     
広報、啓発事業費                    430,000          142,505
調査研究事業費                        10,000          247,340
機関紙及び研究報告書発行事業費             1,700,000        1,265,000
旅費交通費支出                        90,000          107,282
事務用品費支出                       400,000          231,177
給料手当支出                                       1,630,000        1,200,840
水道光熱費支出                        90,000            87,759
賃借料支出                          1,750,000        1,820,000
会議費支出                              20,000                     
租税公課支出                          150,000          127,600
通信費                                   400,000          156,905
手数料支出                             750,000          715,825

管理費支出                             1,960,100        1,690,964
給料手当                                350,000          298,760
福利厚生費                              15,000            19,583
会議費                                   100,000              3,073
旅費交通費                              40,000            18,800
通信費                                   230,000          230,475
リース費                                210,000          202,176
事務用品費                             300,000          191,966
水道光熱費                              25,100            20,870
地代家賃                                450,000          455,000
保険料                                                         12,700
支払手数料                             320,000          223,135
社会保険                                 20,000            14,426

他会計への繰入金支出              1,700,000        1,335,256
特定非営利活動事業会計への繰出金     1,700,000        1,335,256

経常支出計                            12,090,100        9,906,267
事業活動収支差額                             0        1,704,651

Ⅱ資産活動収支の部
資産活動収支差額                             0                   0

Ⅲ財務活動収支の部
財務活動収支差額                             0                   0

Ⅳ予備費支出
当期収支差額                                   0        1,704,651
前期繰越収支差額                             0        8,581,156
次期繰越収支差額                             0      10,285,807
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■ 令和３年度　ご支援のお願い
令和３年度も引き続き胃がん撲滅に向けて活動して参ります。みなさまのご支援をよろしくお願いいたします。

【寄附および賛助会費】令和３年度（令和３年４月１日～令和４年３月３１日）
賛助会費（個人）1口 3,000円　　賛助会費（法人）1口 30,000円　
当機構は平成25年5月29日に認定NPO法人になり、ご寄附に対し税制上の優遇措置がございます。平成30年度
東京都より、当法人の賛助会費には任意性があり対価性がなく寄附金として差し支えないとの判断をいただ
き、本年度も賛助会費も寄附金同様の税制上の優遇措置を受けられます。賛助会費・寄附金を納入いただいた
方には順次証明書類を発行いたします。

■ お振込み先

☆お振込の際、ご親族・職場等、複数の会員様でまとめる場合は、お手数ですが払込取扱票の通信欄に全員のお名前をご記入下さい。

■ 転居・所属変更・退会希望等は、お早めにFAX・メールにて事務局までお知らせ下さい。
認定NPO法人 日本胃がん予知・診断・治療研究機構

電話  03-3448-1077 　FAX  03-3448-1078 E-mail : info@gastro-health-now.org

＊三菱ＵＦＪ銀行   目黒駅前支店　普通預金 No. 0008527
特定非営利活動法人 日本胃がん予知・診断・治療研究機構 理事長 三木 一正

＊郵便振替　 00130-9-429200　 日本胃がん予知・診断・治療研究機構

本71号は70号に引き続き、濱島ちさと先生の「がん検診における看護職の役割と重要性」のご寄稿です。エビ
テンスに基づいて、簡素に要点を明示して下さり、GHN購読会員・編集部一同を代表して深謝いたします。

先生が大会長を務められますJDDW 2021 KOBE 第59回日本消化器がん検診学会の御盛会を衷心より祈念申し上げます。 （M）

あとがき

「胃がんリスク層別化検診（ABC 検診）」
～胃がんを予知・予防し、診断・治療するために～ 

「胃がんリスク検診（ABC 検診）マニュアル（改訂2版）」
の改訂3版に位置づけられる書籍。
多くの新たな執筆者を迎え、再編成。
AI の検診領域における活用など。グローバル化に対応した
各項目のタイトル、著者、所属名、および要旨の英訳あり。
ラテックスキットは実際に使用可能であり、その有用性を報告。
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・胃がんリスク層別化検診（ABC 検診）の運用の手引き
第1章「胃がんリスク層別化検査と胃がん発生のメカニズム」
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